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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第43期
第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2023年４月１日
至 2023年12月31日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上収益
(百万円)

206,780 220,119
291,688

(第３四半期連結会計期間) (72,094) (75,345)

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 22,588 23,706 32,101

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

15,099 15,483
22,000

(第３四半期連結会計期間) (5,701) (5,983)

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) 6,473 30,295 9,202

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 197,782 223,474 200,523

総資産額 (百万円) 308,077 338,649 319,908

基本的１株当たり
四半期(当期)利益 (円)

165.03 169.24
240.46

(第３四半期連結会計期間) (62.31) (65.40)

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 64.2 66.0 62.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,371 18,288 26,032

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,612 739 △5,635

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △12,868 △13,238 △14,943

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 89,864 107,338 101,322
 

(注) １　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきまして

は記載しておりません。

２　希薄化後１株当たり四半期(当期)利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　上記指標は、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）により作成した要約四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表に基づいております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業の内容に重要な変更はあり

ません。

また、2023年４月１日付にて、日鉄日立システムエンジニアリング㈱は、「日鉄日立システムソリューションズ

㈱」へ商号変更しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、一部に足踏みが見られるものの緩やかに回復しておりますが、世界

的な金融引き締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念等、海外景気の下振れがわが国の景気を下押しするリスクが

あり、先行き不透明な状況が続いております。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融市場の変動等の影響

に十分注意する必要があります。

企業収益は総じてみれば改善しており、顧客企業におけるシステム投資につきましては、堅調に推移しました。

 
当社グループは、2021-2025年度中期事業方針（2021年４月公表）に基づき、「デジタル製造業」「プラット

フォーマー支援」「デジタルワークプレースソリューション」「ITアウトソーシング」の４領域について事業成長

を牽引する「注力領域」として定め、お客様のDX推進に伴うニーズを最大限に獲得し、事業拡大に取り組んでおり

ます。

お客様のDX推進への取り組みとして、金融機関向け統合経営管理プラットフォームサービス「ConSeek（コンシー

ク）」の提供や、保険会社の基幹システムにおけるモダナイゼーションプロジェクトを開始したほか、食品業界向

けに当社の有するサプライチェーンマネジメントクラウド「PPPlan（ピーピープラン）」を活用した需給管理シス

テムを導入いたしました。また、日本製鉄㈱向けには、数理最適化技術を応用した業務改革を実現する生産計画シ

ステムを共同で開発し、本格運用を開始しております。

これらに加え、当社が知見を蓄積してきたAI領域における生成AI／ChatGPT活用支援サービスや、基幹系システム

のクラウドリフトを推進する「Oracle Cloud VMware Solution」トータル支援サービスを開始したほか、仮想デス

クトップサービス「M³DaaS@absonne（エムキューブダース・アット・アブソンヌ）
＊１
」や、電子取引・契約サービ

ス「CONTRACTHUB（コントラクトハブ）
＊２
」の拡販に引き続き取り組み、注力領域の成長に努めております。

成長に向けた投資として、AIスタートアップ企業である㈱エクサウィザーズや、デジタル製造業領域における日

鉄テックスエンジ㈱との業務提携を行ったほか、テックスエンジソリューションズ㈱の当社グループ会社化及び㈱

東邦システムサイエンスとの資本業務提携に向けた契約を締結する等、お客様のDXニーズへの対応力強化を図って

おります。

＊
１．「DaaS」の「市場占有率」にて10年連続で1位を獲得

　　　（株式会社富士キメラ総研「2023クラウドコンピューティングの現状と将来展望」より）
＊
２．累計文書登録件数が2023年4月末に3,000万件を突破

 
サステナビリティ経営の推進にあたっては、当社が目指す社会的存在意義であるパーパスを起点に価値創造プロ

セスを整理し、５つのマテリアリティを定め、取り組んでおります。当社はD＆I推進をはじめ、誰もが活き活きと

働きがいをもって活躍できる組織風土醸成に取り組んでおり、昨年に引き続きLGBTQ+等の性的マイノリティに関す

る取り組みの評価指標である「PRIDE指標2023」で最高位の「ゴールド」を受賞しました。この他、島根県出雲市及

び同県内の企業と共同で地方の高度ITエンジニアの育成と雇用機会創出を推進するインキュベーションラボ「GRID

BOX」を設立する等、豊かな社会づくりに向けてESGの観点から様々な事業活動に取り組んでおります。これらの取

り組みの結果、ESG投資のための株価指数である「FTSE4Good Index Series」「FTSE Blossom Japan Index」及び

「FTSE Blossom Japan Sector Relative Index」構成銘柄に引き続き選定されました。

 
当第３四半期連結累計期間の売上収益は、メガバンクや日本製鉄㈱向けの増に加え、デジタルワークプレースソ

リューションやクラウド及びオラクルビジネスが好調であったことから、220,119百万円と前年同期（206,780百万

円）と比べ13,338百万円の増収となりました。営業利益は、営業力強化に加え、採用・教育等の人的資本強化策

や、社内基盤整備等を推進したことにより販売費及び一般管理費が増加したものの、売上総利益率の改善も含めた

売上総利益の増があったことから、23,295百万円と前年同期（22,323百万円）と比べ971百万円の増益となりまし

た。
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当第３四半期連結累計期間をサービス分野別（ビジネスソリューション、コンサルティング＆デジタルサービ

ス）に概観しますと、以下のとおりであります。

 
（ビジネスソリューション）

ビジネスソリューションにつきましては、主にメガバンクや日本製鉄㈱向けの増により、当第３四半期連結累計

期間の売上収益は167,536百万円と前年同期（157,729百万円）と比べ9,807百万円の増収となりました。

 
（コンサルティング＆デジタルサービス）

コンサルティング＆デジタルサービスにつきましては、デジタルワークプレースソリューションやクラウド及び

オラクルビジネスが好調であったことから、当第３四半期連結累計期間の売上収益は52,582百万円と前年同期

（49,051百万円）と比べ3,531百万円の増収となりました。

 
(2) 財政状態の分析

①財政状態計算書

1) 資産

当第３四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末319,908百万円から18,740百万円増加し、338,649百

万円となりました。主な内訳は、その他の金融資産の増加17,472百万円、契約資産の増加10,528百万円、棚卸資

産の増加9,539百万円、営業債権及びその他の債権の減少△19,743百万円等であります。

 

2) 負債

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末112,108百万円から△4,574百万円減少し、107,534百

万円となりました。主な内訳は、その他の流動負債に含まれる未払賞与の減少△5,304百万円、リース負債の減少

△4,845百万円、未払法人所得税等の減少△2,835百万円、契約負債の増加6,608百万円、繰延税金負債の増加

4,690百万円等であります。

 
3) 資本

当第３四半期連結会計期間末の資本は、前連結会計年度末207,800百万円から23,314百万円増加し、231,115百

万円となりました。主な内訳は、四半期利益16,103百万円、その他の包括利益14,820百万円、配当金の支払△

7,319百万円等であります。その結果、親会社所有者帰属持分比率は66.0％となりました。

 

②資本の財源、資金の流動性に係る情報

（基本方針）

当社グループは将来にわたり競争力を維持強化し、企業価値を高めていくことが重要と考えております。

そのため、進展するDXニーズの着実な取り込み、高付加価値事業と総合的な企業価値の持続的向上、優秀な人材

の獲得・育成の一層の強化、内部統制・リスクマネジメント徹底の継続等による事業成長に伴う資金需要及び広域

災害等の事業リスクに備えて内部留保を確保するとともに、利益配分につきましては株主の皆様に対する適正かつ

安定的な配当等を行うことを基本としております。

配当につきましては、連結業績に応じた利益還元を重視し連結配当性向30％を目安といたします。

 
（資金需要及び資金調達の主な内容）

当社グループの主要な資金需要は、材料費、外注費、労務費、経費、販売費及び一般管理費等の営業費用並びに

設備投資等であります。これらの資金需要につきましては自己資金により充当しております。

手許の運転資金につきましては、当社及び一部の国内子会社において当社のキャッシュマネージメントシステム

（CMS）を導入することにより、各社における余剰資金を当社へ集中し、一元管理をしております。また、当社

は、日本製鉄㈱のCMSを利用しており、当第３四半期連結会計期間末における預入額97,777百万円を現金及び現金

同等物に含めて表示しております。

突発的な資金需要に対しては、大手各行及び親会社である日本製鉄㈱に対し当座借越枠を確保することにより、

流動性リスクに備えております。
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(3) キャッシュ・フローの分析

（キャッシュ・フロー計算書）

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、107,338百万円となりました。前第３四半

期連結累計期間における現金及び現金同等物の増減額が△5,842百万円であったのに対し、当第３四半期連結累計

期間における現金及び現金同等物の増減額は6,015百万円になりました。各活動区分別には以下のとおりでありま

す。

 
１）営業活動によるキャッシュ・フロー

前第３四半期連結累計期間は、税引前四半期利益22,588百万円、減価償却費及び償却費9,396百万円、営業債

権及びその他の債権の増減額10,573百万円、契約資産の増減額△10,925百万円、棚卸資産の増減額△6,633百万

円、営業債務及びその他の債務の増減額2,795百万円、未払賞与の増減額△4,921百万円、法人所得税等の支払

額△10,915百万円等により9,371百万円となりました。一方、当第３四半期連結累計期間は、税引前四半期利益

23,706百万円、減価償却費及び償却費9,013百万円、営業債権及びその他の債権の増減額19,300百万円、契約資

産の増減額△10,514百万円、棚卸資産の増減額△9,463百万円、営業債務及びその他の債務の増減額6,264百万

円、未払賞与の増減額△5,312百万円、法人所得税等の支払額△11,951百万円等により18,288百万円となりまし

た。

 
２）投資活動によるキャッシュ・フロー

前第３四半期連結累計期間は、有形固定資産及び無形資産の取得による支出△3,270百万円、その他の金融資

産の取得による支出△4,745百万円、その他の金融資産の売却及び償還による収入5,504百万円等により△2,612

百万円となりました。一方、当第３四半期連結累計期間は、有形固定資産及び無形資産の取得による支出△

2,626百万円、その他の金融資産の取得による支出△4,376百万円、その他の金融資産の売却及び償還による収

入7,555百万円等により739百万円となりました。

 
３）財務活動によるキャッシュ・フロー

前第３四半期連結累計期間は、リース負債の返済による支払額△6,114百万円、配当金の支払額△6,496百万

円等により△12,868百万円となりました。一方、当第３四半期連結累計期間は、リース負債の返済による支払

額△5,603百万円、配当金の支払額△7,319百万円等により△13,238百万円となりました。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は1,866百万円であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2023年12月20日開催の取締役会において、日鉄テックスエンジ㈱の所有するテックスエンジソリューショ

ンズ㈱の発行済株式1,000株（発行済株式総数の100％）を取得し、当社のグループ会社とすることを決議し、同日付

で株式譲渡契約を締結いたしました。株式譲渡とグループ会社化は2024年４月１日を予定しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 423,992,000

計 423,992,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 91,501,000 91,501,000
東京証券取引所
（プライム市場）

単元株式数は、100株であり
ます。

計 91,501,000 91,501,000 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　　2023年12月31日 － 91,501,000 － 12,952 － 9,950
 

　(注)　当第３四半期会計期間における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減はありません。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 － －

8,500

完全議決権株式(その他)
 普通株式

914,688 －
91,468,800

単元未満株式
 普通株式

－ －
23,700

発行済株式総数 91,501,000 － －

総株主の議決権 － 914,688 －
 

(注) １「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権２個）が含ま

れております。

　　　 ２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式４株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2023年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日鉄ソリューションズ㈱

東京都港区虎ノ門一丁目
17番１号

8,500 － 8,500 0.01

計 － 8,500 － 8,500 0.01
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報

告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(１) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度末
(2023年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間末
(2023年12月31日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  101,322 107,338

営業債権及びその他の債権 10 65,822 46,078

契約資産  14,059 24,587

棚卸資産  21,526 31,066

その他の金融資産 10 2,472 1,244

その他の流動資産  2,180 3,010

流動資産合計  207,383 213,326

非流動資産    

有形固定資産  18,661 17,302

使用権資産  24,939 20,160

のれん  2,923 2,923

無形資産  3,731 3,956

持分法で会計処理されている投資  181 189

その他の金融資産 10 58,132 76,832

繰延税金資産  3,814 3,825

その他の非流動資産  141 131

非流動資産合計  112,525 125,323

資産合計  319,908 338,649
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度末
(2023年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間末
(2023年12月31日)

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 10 24,656 22,703

契約負債  16,282 22,890

リース負債  7,242 7,030

その他の金融負債 10 1,145 2,825

未払法人所得税等  6,445 3,609

引当金  526 565

その他の流動負債  16,320 7,804

流動負債合計  72,619 67,428

非流動負債    

リース負債  17,786 13,153

その他の金融負債 10 216 104

退職給付に係る負債  10,944 11,369

引当金  3,111 3,339

繰延税金負債  3,352 8,042

その他の非流動負債  4,077 4,095

非流動負債合計  39,489 40,105

負債合計  112,108 107,534

資本    

資本金  12,952 12,952

資本剰余金  9,951 9,940

利益剰余金  153,016 164,787

自己株式  △17 △32

その他の資本の構成要素  24,620 35,825

親会社の所有者に帰属する持分合計  200,523 223,474

非支配持分  7,277 7,641

資本合計  207,800 231,115

負債及び資本合計  319,908 338,649
 

 

EDINET提出書類

日鉄ソリューションズ株式会社(E05304)

四半期報告書

10/29



(２) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年12月31日)

売上収益 ８ 206,780 220,119

売上原価  △160,155 △169,214

売上総利益  46,625 50,904

販売費及び一般管理費  △24,387 △27,459

持分法による投資損益  △2 8

その他収益  179 164

その他費用  △90 △322

営業利益  22,323 23,295

金融収益  493 538

金融費用  △228 △127

税引前四半期利益  22,588 23,706

法人所得税費用  △6,975 △7,602

四半期利益  15,612 16,103

四半期利益の帰属    
親会社の所有者  15,099 15,483

非支配持分  513 620

１株当たり親会社の普通株主に帰属する四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益(円) ９ 165.03 169.24
 

 

EDINET提出書類

日鉄ソリューションズ株式会社(E05304)

四半期報告書

11/29



 

第３四半期連結会計期間

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2022年10月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2023年12月31日)

売上収益  72,094 75,345

売上原価  △55,916 △57,846

売上総利益  16,178 17,498

販売費及び一般管理費  △7,923 △8,798

持分法による投資損益  △15 △6

その他収益  123 52

その他費用  △43 △92

営業利益  8,319 8,652

金融収益  96 104

金融費用  △63 △62

税引前四半期利益  8,352 8,694

法人所得税費用  △2,418 △2,510

四半期利益  5,933 6,183

四半期利益の帰属    
親会社の所有者  5,701 5,983

非支配持分  232 199

１株当たり親会社の普通株主に帰属する四半期利
益

   

基本的１株当たり四半期利益(円) ９ 62.31 65.40
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【要約四半期連結包括利益計算書】

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年12月31日)

四半期利益  15,612 16,103

その他の包括利益（税効果考慮後）    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付負債（資産）の純額の再測定  △39 0

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
る資本性金融資産の公正価値の純変動

 △8,979 14,497

純損益に振り替えられることのない項目合計  △9,019 14,497

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  405 323

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  405 323

その他の包括利益（税効果考慮後）合計  △8,613 14,820

四半期包括利益合計  6,998 30,923

四半期包括利益合計の帰属    

親会社の所有者  6,473 30,295

非支配持分  525 627
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第３四半期連結会計期間

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2022年10月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2023年12月31日)

四半期利益  5,933 6,183

その他の包括利益（税効果考慮後）    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付負債（資産）の純額の再測定  0 -

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
る資本性金融資産の公正価値の純変動

 △41 8,323

純損益に振り替えられることのない項目合計  △41 8,323

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  38 77

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  38 77

その他の包括利益（税効果考慮後）合計  △2 8,400

四半期包括利益合計  5,931 14,583

四半期包括利益合計の帰属    

親会社の所有者  5,697 14,380

非支配持分  234 202
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(３) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定する

資本性金融資産

の公正価値の純

変動

確定給付

負債(資産)

の純額の

再測定

2022年４月１日時点の残高  12,952 9,950 134,844 △2 39,892 -

四半期利益  - - 15,099 - - -

その他の包括利益  - - - - △8,979 △39

四半期包括利益合計  - - 15,099 - △8,979 △39

剰余金の配当 ７ - - △6,496 - - -

自己株式の取得  - - - △50 - -

自己株式の処分  - 0 - 0 - -

株式報酬取引  - △11 - 34 - -

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 - - 2,191 - △2,230 39

所有者との取引額等合計  - △10 △4,304 △14 △2,230 39

2022年12月31日時点の残高  12,952 9,939 145,638 △17 28,681 -
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計
在外営業

活動体の

換算差額

合計

2022年４月１日時点の残高  193 40,086 197,831 6,738 204,569

四半期利益  - - 15,099 513 15,612

その他の包括利益  394 △8,625 △8,625 11 △8,613

四半期包括利益合計  394 △8,625 6,473 525 6,998

剰余金の配当 ７ - - △6,496 △207 △6,703

自己株式の取得  - - △50 - △50

自己株式の処分  - - 0 - 0

株式報酬取引  - - 23 - 23

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 - △2,191 - - -

所有者との取引額等合計  - △2,191 △6,522 △207 △6,729

2022年12月31日時点の残高  587 29,269 197,782 7,056 204,839
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当第３四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年12月31日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定する

資本性金融資産

の公正価値の純

変動

確定給付

負債(資産)

の純額の

再測定

2023年４月１日時点の残高  12,952 9,951 153,016 △17 24,159 -

四半期利益  - - 15,483 - - -

その他の包括利益  - - - - 14,497 0

四半期包括利益合計  - - 15,483 - 14,497 0

剰余金の配当 ７ - - △7,319 - - -

自己株式の取得  - - - △51 - -

株式報酬取引  - △10 - 36 - -

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 - - 3,607 - △3,607 △0

所有者との取引額等合計  - △10 △3,712 △14 △3,607 △0

2023年12月31日時点の残高  12,952 9,940 164,787 △32 35,049 -
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計
在外営業

活動体の

換算差額

合計

2023年４月１日時点の残高  460 24,620 200,523 7,277 207,800

四半期利益  - - 15,483 620 16,103

その他の包括利益  315 14,812 14,812 7 14,820

四半期包括利益合計  315 14,812 30,295 627 30,923

剰余金の配当 ７ - - △7,319 △263 △7,583

自己株式の取得  - - △51 - △51

株式報酬取引  - - 25 - 25

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 - △3,607 - - -

所有者との取引額等合計  - △3,607 △7,345 △263 △7,608

2023年12月31日時点の残高  776 35,825 223,474 7,641 231,115
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(４) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前四半期利益  22,588 23,706

減価償却費及び償却費  9,396 9,013

減損損失  - 166

受取利息  △177 △198

受取配当金  △297 △276

支払利息  78 60

持分法による投資損益(△は益)  2 △8

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  10,573 19,300

契約資産の増減額(△は増加)  △10,925 △10,514

棚卸資産の増減額(△は増加)  △6,633 △9,463

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  2,795 6,264

未払賞与の増減額(△は減少)  △4,921 △5,312

未払消費税等の増減額(△は減少)  △2,160 △3,191

その他  △434 274

小計  19,884 29,821

利息の受取額  182 203

配当金の受取額  297 276

利息の支払額  △78 △60

法人所得税等の支払額  △10,915 △11,951

営業活動によるキャッシュ・フロー  9,371 18,288

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △48 △297

定期預金の払出による収入  - 559

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △3,270 △2,626

その他の金融資産の取得による支出  △4,745 △4,376

その他の金融資産の売却及び償還による収入  5,504 7,555

その他  △52 △75

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,612 739

財務活動によるキャッシュ・フロー    

リース負債の返済による支払額  △6,114 △5,603

配当金の支払額  △6,496 △7,319

非支配持分への配当金の支払額  △207 △263

自己株式の取得による支出  △50 △51

その他  0 -

財務活動によるキャッシュ・フロー  △12,868 △13,238

現金及び現金同等物に係る換算差額  267 225

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  △5,842 6,015

現金及び現金同等物の期首残高  95,706 101,322

現金及び現金同等物の四半期末残高  89,864 107,338
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

日鉄ソリューションズ㈱（以下、「当社」という。）は、日本に所在する株式会社であります。登記されている本

店及び主要な事業所はホームページ（https://www.nssol.nipponsteel.com）で開示しております。2023年12月31日に

終了する当社の要約四半期連結財務諸表は当社及び子会社（以下、「当社グループ」という。）により構成されてお

ります。また、当社の最終的な親会社は日本製鉄㈱であります。

当社グループの事業内容は、単一セグメントの情報サービス事業でありますが、顧客・マーケット及び主たるサー

ビスの性質を勘案し、「ビジネスソリューション」、「コンサルティング＆デジタルサービス」に区分しておりま

す。詳細については、注記「８．売上収益」に記載しております。

 
２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループは、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満

たしているため、同第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し

ております。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品及び退職給付制度に係る資産・

負債等を除き、取得原価を基礎として作成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。日本円で表示し

ているすべての財務情報は、百万円未満を切り捨てて記載しております。

 

(4) 要約四半期連結財務諸表の承認

要約四半期連結財務諸表は、2024年２月７日に、当社代表取締役社長　玉置　和彦　によって承認されておりま

す。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同様であります。

 

４．重要な会計上の見積り及び判断

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び

費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定をすることが義務付けられております。ただし、実際の業

績はこれらの見積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計

期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度に係る連結財

務諸表と同様であります。
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５．追加情報

（実在性を確認できない取引に関する事項）

当社は2019年11月中旬、国税当局による税務調査の過程で、当社の一部の物販仕入販売型取引に関し、その実在

性に疑義が生じたことから特別調査委員会を設置し調査をいたしました。その結果、実在性を確認できない取引が

明らかとなったため、当該取引を取り消し、入金額及び出金額を仮受金46,404百万円及び仮払金44,753百万円とし

て計上するとともに、その純額をその他の非流動負債に含めて表示しております。

上記仮払金の対象となった取引のうち、2021年７月27日付で一部の取引先から1,275百万円の返還を受けたため、

上記仮払金残高は同額減少しており、当第３四半期連結会計期間末における純額2,926百万円を、その他の非流動負

債に含めて表示しております。

また、上記の他、受発注済みの未処理案件があり、当該案件に関連して2020年３月31日に訴訟を提起されており

ます。詳細は注記「12．偶発事象」をご参照ください。

これらの今後の状況によっては当社グループの財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。

 
６．セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

なお、当社グループの事業内容は、情報システムの企画からソフトウェアの開発、ハードウェア等機器の選定及び

システムの運用や保守等、総合的なサービスであり、区分すべきセグメントが存在しないため、情報サービス事業の

単一セグメントであります。

そのため、セグメント情報については記載を省略しております。

 
７．配当金

(1) 配当金支払額

前第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年５月20日
取締役会

普通株式 3,294 36.00 2022年３月31日 2022年６月６日

2022年10月27日
取締役会

普通株式 3,202 35.00 2022年９月30日 2022年12月１日
 

 

当第３四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年12月31日)

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年５月18日
取締役会

普通株式 3,659 40.00 2023年３月31日 2023年６月５日

2023年10月27日
取締役会

普通株式 3,659 40.00 2023年９月30日 2023年12月１日
 

 

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

前第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年12月31日)

該当事項はありません。
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８．売上収益

売上収益は顧客・マーケット及び主たるサービスの性質を勘案し、「ビジネスソリューション」、「コンサルティ

ング＆デジタルサービス」に分解しております。なお、売上収益はすべて顧客との契約から生じたものであり、売上

収益の分解は次のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年12月31日)

ビジネスソリューション 157,729 167,536

コンサルティング＆デジタルサービス 49,051 52,582

合計 206,780 220,119
 

(注)　グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

 
ビジネスソリューション

「ビジネスソリューション」においては、業種・業務に関する豊富な知識と経験をもとに、データとデジタル技術

を駆使し、顧客ニーズに応えるシステムライフサイクルトータルでのソリューションを提供しております。日本製鉄

㈱向けには、複雑な鉄鋼製造プロセスをノンストップで支える生産管理システムをはじめ、デジタル化ニーズを踏ま

えた各種情報システムの企画・開発・運用管理を含め、ソリューションをトータルで提供するとともに、そのなかで

獲得した知見を多くの顧客へ展開しております。

 
コンサルティング＆デジタルサービス

「コンサルティング＆デジタルサービス」においては、ミッションクリティカルな要求に応えるITインフラソ

リューションやITアウトソーシングに加え、顧客ニーズを踏まえた的確なDXコンサルティングに基づき、業種・業務

を跨る汎用性の高いデジタルソリューションを提供しております。具体的には、厳格なセキュリティを要求されるク

ラウドプラットフォームやデジタルプラットフォームの導入、AIを活用したソリューションや高度なデータマネジメ

ントソリューションの提供等高付加価値のデジタルサービスを提供しております。

 
（表示方法の変更）

第１四半期連結会計期間より、当社グループの中期事業方針の戦略に則り、顧客・マーケット及び主たるサービス

の性質を勘案して、売上収益の分解を従来の「業務ソリューション」、「サービスソリューション」から、「ビジネ

スソリューション」、「コンサルティング＆デジタルサービス」に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間は、当該変更を反映して作成したものを開示しております。
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９．１株当たり利益

当社の普通株主に帰属する基本的１株当たり四半期利益の算定基礎は次のとおりであります。

なお、希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年12月31日)

基本的１株当たり四半期利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 15,099 15,483

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益(百万円) － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(百万円)

15,099 15,483

発行済普通株式の期中平均株式数(株) 91,494,149 91,490,272

基本的１株当たり四半期利益(円) 165.03 169.24
 

 

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2022年10月１日
至　2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2023年12月31日)

基本的１株当たり四半期利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 5,701 5,983

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益(百万円) － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(百万円)

5,701 5,983

発行済普通株式の期中平均株式数(株) 91,496,155 91,492,496

基本的１株当たり四半期利益(円) 62.31 65.40
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10．金融商品

(１)公正価値

①　金融商品の分類ごとの帳簿価額

金融商品の分類ごとの帳簿価額は次のとおりであります。

 
金融資産  (単位：百万円)

 
前連結会計年度末
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間末
(2023年12月31日)

償却原価で測定する金融資産   

社債 10,010 14,097

差入保証金 6,310 6,235

その他 484 252

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産   

社債 2,991 999

株式等 1,199 1,525

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

  

株式 39,607 54,968

合計 60,604 78,077

   

流動資産 2,472 1,244

非流動資産 58,132 76,832

合計 60,604 78,077
 

 

金融負債  (単位：百万円)

 
前連結会計年度末
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間末
(2023年12月31日)

償却原価で測定する金融負債   

預り金 711 2,708

長期未払金（１年内支払含む） 650 221

合計 1,361 2,929

   

流動負債 1,145 2,825

非流動負債 216 104

合計 1,361 2,929
 

 
②　公正価値の測定方法

金融資産及び金融負債の公正価値は、次のとおり測定しております。

 

営業債権及びその他の債権（受取手形、売掛金）、営業債務及びその他の債務（支払手形、買掛金、未払金）

主に短期間で決済されるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっていることから、公正価値の開

示を省略しております。
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その他の金融資産、その他の金融負債

その他の金融資産のうち、３ヶ月超の定期預金については、短期間で決済されるため、帳簿価額が公正価値

の合理的な近似値となっております。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産のうち、上場株式の公正価値は、市場価格に

よって算定しております。非上場株式の公正価値は、当該株式の独立の第三者間取引による直近の取引価格を

用いる評価技法及び将来キャッシュ・フローの割引現在価値に基づく評価技法等により算定しております。

純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産は、活発な市場での公表価格が入手できる場合は、公表

価格を用い、活発な市場での公表価格が入手できない場合は、金利及びデフォルト率等を使用した利用可能な

情報に基づく適切な評価方法により見積っております。純損益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産の

うち、投資事業組合への出資金については、組合財産の公正価値を見積った上、当該公正価値に対する持分相

当額を算定しております。

それ以外の金融資産及び金融負債は、その将来キャッシュ・フローを見積り、その信用リスクを加味した割

引率で現在価値に割り引いて公正価値を測定しております。

 

③　公正価値のヒエラルキー

金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の公表市場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１以外の資産又は負債について、直接又は間接的に観察可能なインプットにより測定した公

正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかない、観察不能なインプットにより測定した公正価値

金融商品のレベル間の振替は、四半期連結会計期間末において認識しております。前連結会計年度及び当第３

四半期連結会計期間末において、レベル間の重要な振替が行われた金融商品はありません。

 

公正価値で測定する金融資産の公正価値のレベル別内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度末(2023年３月31日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産     

社債 － 2,991 － 2,991

株式等 － 124 1,075 1,199

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

    

その他の金融資産     

株式 36,774 － 2,833 39,607

合計 36,774 3,115 3,909 43,799
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当第３四半期連結会計期間末(2023年12月31日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産     

社債 － 999 － 999

株式等 － 179 1,345 1,525

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

    

その他の金融資産     

株式 52,663 － 2,304 54,968

合計 52,663 1,178 3,650 57,492
 

 

レベル３に区分される公正価値測定に関する情報

レベル３に区分されたその他の金融資産は、主として非上場資本性金融資産であります。非上場資本性金融資産

の公正価値は、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価手法及びインプットを

用いて入手可能なデータにより測定しております。その結果は適切な権限者がレビュー及び承認をしておりま

す。

レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しております。

なお、レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定

に変更した場合の公正価値の増減は重要ではありません。

また、当第３四半期連結累計期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類された金融商品につい

て、重要な変動は生じておりません。

 

(２)公正価値で測定しているもの以外の金融商品

公正価値で測定しているもの以外の金融商品は、次のとおりであります。

なお、短期間で決済され帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融資産及び金融負債については、

記載を省略しております。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度末
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間末
(2023年12月31日)

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

社債 10,010 9,964 14,097 14,035

差入保証金 6,310 6,048 6,235 5,904
 

 
上記は「①金融商品の分類ごとの帳簿価額」で開示している償却原価で測定する金融資産に含まれており、公正

価値ヒエラルキーはレベル２で区分しております。
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11．関連当事者

当社グループと関連当事者との間の取引及び債権債務の残高は、次のとおりであります。なお、当社グループの子

会社は、当社の関連当事者でありますが、子会社との取引は要約四半期連結財務諸表上消去されているため、開示の

対象に含めておりません。

 
前第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

     (単位：百万円)

種類 会社等の名称
関連当事者との
関係の内容

取引金額 未決済残高

親会社 日本製鉄㈱

製品の販売等 42,407 10,578

資金の預託

(資金の預入) 43,600

82,070(資金の戻入れ) 51,900

(利息の受取) 153
 

 
当第３四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年12月31日)

     (単位：百万円)

種類 会社等の名称
関連当事者との
関係の内容

取引金額 未決済残高

親会社 日本製鉄㈱

製品の販売等 46,529 16,521

資金の預託

(資金の預入) 55,600

97,777(資金の戻入れ) 53,300

(利息の受取) 161
 

(注) １　製品の販売等における取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を参考に個別交渉のうえ決

定しております。

２　資金の預託による利率については、市場金利を勘案し、個別交渉のうえ決定しております。

 
12．偶発事象

（訴訟）

当社は、みずほ東芝リース㈱より、2020年３月31日付(当社への訴状送達日は、2020年６月24日)で、東京地方裁

判所にて、違約金請求訴訟の提起を受けました。なお、同訴訟については、2021年１月18日付で、予備的請求とし

て、売買契約に基づく代金支払請求を追加する旨の訴えの変更がなされております。

同訴訟は、同社が、2019年８月、当社との間で、当社が同社よりサーバ及びその周辺機器等を購入する旨の売買

契約(以下、「本売買契約」という。)を締結したところ、同年11月に当社が本売買契約を解約した旨主張して、当

社に対し、当該売買代金と同額の違約金を請求するとともに、予備的に、本売買契約に基づき当該売買代金を請求

するものであり、請求額は10,926百万円及びこれに対する遅延損害金であります。

当社としましては、当該請求の棄却を求めるなど、適切に対応して参ります。

 

当事実が今後の当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点ではその影響額

について、信頼性のある見積りが困難であるため、要約四半期連結財務諸表には反映しておりません。

 
13．後発事象

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第44期第２四半期末日（2023年９月30日）を基準日とする剰余金の配当については、2023年10月27日開催の取締役

会において、次のとおり配当を行うことを決議いたしました。

　　① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 3,659百万円

　　② １株当たりの金額                                40円00銭

　　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　  　2023年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年２月８日

日鉄ソリューションズ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 河　野　 祐  

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 濵　田　睦　將  

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鉄ソリュー

ションズ株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１

日から2023年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る要約四半

期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計

算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、日鉄ソ

リューションズ株式会社及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計

期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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